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１．運用管理の状況 

（１）運用管理の状況 

平成１４年８月の住民基本台帳ネットワークシステム運用開始からこれまでの間、重大な障害等

もなく、順調に稼働している。 

 

（２）ネットワーク 

令和３年１月から令和３年１２月までに、不正アクセスによるネットワークへの侵入はなかった。

また、ネットワーク機器の故障による障害が令和３年８月に１件あったが、別のアクセス回線によ

り通信の確保をするとともに、速やかに機器交換を行うことで、運用上大きな支障はなかった。【別

紙１】 

 

（３）事務的運用 

事務的な運用において、個人情報保護に係る問題はなかった。 

 

（４）本人確認情報の提供状況 

県サーバから提供された県民の本人確認情報の事務区分別提供件数【別紙２】 

令和３年度 ２０，３８４件 

全国サーバ（地方公共団体情報システム機構所管）から国の行政機関等に提供された本人確認情

報の事務区分別提供件数【別紙３】 

令和３年度 １，４０８，５４０，２２５件 

 

（５）住民基本台帳ネットワークシステムにおける個人情報保護・セキュリティ確保のための措置 

【別紙４】 

 

  

資 料 １ 

第１ 稼働状況について 
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業務の所管及び利用提供状況（令和３年度）

法律 事務略称 所管 登録人数 件数

別表第一
（第30条の9関係）

地方公務員災害補償法 地方公務員災害補償法による災害補償等に関する事務 職員厚生課 2 0

恩給法 恩給法による年金の支給に関する事務 職員厚生課 2 136

税務課 1

総合県税事務所 48

消防法 消防法による危険物取扱者免状の交付等に関する事務等 消防保安課 2 0

宅地建物取引業法 宅地建物取引業法による免許・登録に関する事務 建築住宅課 4 29

中北地域県民センター 10

峡東地域県民センター 10

峡南地域県民センター 7

富士・東部地域県民センター 11

パスポートセンター 9

特別支援学校への
就学奨励に関する法律

特別支援学校への就学奨励に関する法律にる特別支援学校への
就学のため必要な経費の支弁に関する事務

高校改革・特別支援教育課 2 0

中北保健福祉事務所 8

峡東保健福祉事務所 1

峡南保健福祉事務所 2

富士・東部保健福祉事務所 3

中北保健福祉事務所 3

峡東保健福祉事務所 2

峡南保健福祉事務所 3

富士・東部保健福祉事務所 7

原爆被爆者援護法 被爆者援護法による医療特別手当等の支給に関する事務 健康増進課 3 615

障害福祉課 2

子ども福祉課 2

中央児童相談所 3

都留児童相談所 4

児童扶養手当法 児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務 子ども福祉課 2 0

中北保健福祉事務所 3

峡東保健福祉事務所 1

峡南保健福祉事務所 1

富士・東部保健福祉事務所 1

子ども福祉課 2

峡南保健福祉事務所 7

富士・東部保健福祉事務所 4

公金受取口座登録法 公金受取口座登録法による情報の管理に関する事務 富士・東部保健福祉事務所 4 89

身体障害者福祉法 身体障害者福祉法による身体障害者手帳の交付に関する事務 障害者相談所 2 0

知的障害者福祉法 知的障害者福祉法による知的障害児者の判定に関する事務 障害者相談所 3 0

健康増進課 2

中北保健福祉事務所 4

峡東保健福祉事務所 4

峡南保健福祉事務所 2

富士・東部保健福祉事務所 3

フロン排出抑制法 フロン排出抑制法による登録、更新等に関する事務 環境・エネルギー政策課 2 0

住宅宿泊事業法 住宅宿泊事業法による届出に関する事務 衛生薬務課 3 26

13

234

101

母子父子寡婦福祉法

生活保護法による保護の決定及び実施等に関する事務生活保護法

精神保健福祉法

261児童福祉法 児童福祉法による里親の認定、登録等又は徴収に関する事務

別表第三
（第30条の11関係）

又は

別表第五
（第30条の15第1項第1号
関係）

又は

別表第六（第30条の15関
係）

地方税法

旅券法

難病法による特定医療費の支給に関する事務難病法

感染症予防法による措置又は療養費の支給等に関する事務感染症予防法

精神保健及び精神障害者福祉に関する精神保健福祉法による措
置の実施又は手帳交付に関する事務する法律に関する事務

母子父子寡婦福祉法による資金の貸付け等に関する事務

12,352

2,280

1

地方税法等による地方税等の賦課徴収又は調査（犯則事件の調
査を含む）に関する事務

旅券法による一般旅券の発給等に関する事務

0

別紙２



業務の所管及び利用提供状況（令和３年度）

法律 事務略称 所管 登録人数 件数

別紙２

山梨県恩給条例 恩給条例による年金の支給に関する事務 職員厚生課 2 0

特別弔意金支給法
戦没者等の遺族に対する特別弔意金支給法による給付の支給に
関する事務

国保援護課 2 0

特別給付金支給法
戦没者等の妻に対する特別給付金支給法による給付の支給に関
する事務

国保援護課 2 0

特別給付金支給法
戦没者の父母等に対する特別給付金支給法による給付の支給に
関する事務

国保援護課 2 0

特別給付金支給法
戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法による給付の支給に
関する事務

国保援護課 2 0

心身障害者扶養共済条例 心身障害者扶養共済条例による年金の支給に関する事務 障害福祉課 2 4,038

看護職員修学資金貸与条例 看護職員修学資金貸与条例による修学資金の貸与に関する事務 医務課 2 0

医師修学資金貸与条例 医師修学資金貸与条例による修学資金の貸与に関する事務 医務課 3 0

中北保健福祉事務所 2

峡東保健福祉事務所 1

採石法 採石法による採石業者の登録等に関する事務 森林整備課 2 4

砂利採取法 砂利採取法による砂利採取業者の登録等に関する事務 森林整備課 2 2

県営住宅設置及び管理条例 県営住宅設置及び管理条例による家賃等の徴収に関する事務 住宅対策室（建築住宅課） 11 203

特定公共賃貸住宅設置及び管理条例
特定公共賃貸住宅設置及び管理条例による家賃等の徴収に関す
る事務

住宅対策室（建築住宅課） 11 0

峡南保健福祉事務所 7

富士・東部保健福祉事務所 4

合計 258 20,384

0山梨県国家資格等取得応援給付金の支給に関する事務
山梨県国家資格等取得
応援給付金事業実施要綱

条例で定める事務
（第30条の15第1項第2号
関係）

生活保護法 生活に困窮する外国人に対する保護に関する事務 0



　　　国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和３年度）

提供先 事務区分 提供件数(件)

被災者生活再建支援法（平成十年
法律第六十六号）第六条第一項に
規定する支援法人

被災者生活再建支援法による同法第三条第一項の被災者生活再建
支援金の支給に関する事務 2,797

預金保険機構
預金保険法による同法第55条の２第１項の預金等に係る債権の額
の把握に関する事務 0

恩給法（他の法律において準用する場合を含む。）による年金で
ある給付の支給に関する事務 721,400

執行官法の一部を改正する法律附則第３条第１項の規定によりな
お従前の例により支給されることとされる同法による改正前の執
行官法附則第13条の規定による年金である給付の支給に関する事
務

161

国会議員互助年金法を廃止する法律又は同法附則第２条第１項の
規定によりなおその効力を有することとされる旧国会議員互助年
金法による年金である給付の支給に関する事務

2,655

地方公務員等共済組合法第53条第１項の短期給付若しくは同法第
76条の退職等年金給付の支給若しくは同法第112条第１項若しくは
第112条の２の福祉事業の実施、地方公務員等共済組合法の長期給
付等に関する施行法第３条第１項、第２項、第４項若しくは第７
項若しくは第３条の２の年金である給付の支給又は被用者年金制
度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法
律附則第60条第５項、第61条第１項若しくは第65条第１項の年金
である給付の支給に関する事務

20,575,696

厚生年金保険法による被保険者に係る届出、年金である給付若し
くは一時金に係る権利の裁定若しくは支給の停止の解除、受給権
者に係る届出又は同法第89条の保険料その他徴収金の徴収に関す
る事務

14,805

社会保障協定の実施に伴う厚生年金保険法等の特例等に関する法
律による同法第59条第１項の文書の受理及び送付又は同法第60条
第１項若しくは第２項の保有情報の提供に関する事務

1

地方公務員等共済組合法の一部を
改正する法律附則第23条第１項第
３号に規定する存続共済会

地方公務員等共済組合法の一部を改正する法律附則第23条第１項
第１号又は第２号に規定する給付のうち年金である給付の支給に
関する事務

264,578

地方公務員災害補償基金
地方公務員災害補償法による公務上の災害若しくは通勤による災
害に対する補償又は福祉事業の実施に関する事務 2,866

電気通信事業法による同法第９条の登録、同法第１３条第４項の
届出、同法第46条第３項（同法第72条第２項において準用する場
合を含む。）の交付、同法第117条第１項の認定又は同法第122条
第５項の届出に関する事務

2,303

日本電信電話株式会社等に関する法律による同法第10条第２項の
認可に関する事務 0

電波法による同法第４条の免許、同法第４条の２第２項の届出、
同法第８条第１項の予備免許、同法第24条の６第２項（同法第24
条の13第２項において準用する場合を含む。）の届出、同法第27
条の18第１項の登録、同法第37条の検定、同法第41条第１項の免
許又は同法第48条の２第１項の船舶局無線従事者証明に関する事
務

27,865

総務省

総務省

地方公務員共済組合

別紙３



　　　国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和３年度）

提供先 事務区分 提供件数(件)

別紙３

司法試験法による司法試験の実施に関する事務 3,373

不動産登記法による不動産の表題登記（同法第２条第20号に規定
する表題登記をいう。）、表題部所有者（同条第10号に規定する
表題部所有者をいう。以下この欄において同じ。）の氏名若しく
は名称若しくは住所についての変更の登記若しくは更正の登記、
表題部所有者についての更正の登記、所有権の保存若しくは移転
の登記、登記名義人の氏名若しくは名称若しくは住所についての
変更の登記若しくは更正の登記又は同法第131条第１項の申請に関
する事務

12,654

後見登記等に関する法律による同法第７条又は第８条の登記に関
する事務 18,362

外務省

国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法
律（平成25年法律第48号）による同法第４条第１項の外国返還援
助、同法第11条第１項の日本国返還援助、同法第16条第１項の日
本国面会交流援助又は同法第21条第１項の外国面会交流援助に関
する事務

191

国家公務員共済組合法第74条の退職等年金給付の支給、国家公務
員共済組合法の長期給付に関する施行法第３条の年金である給付
の支給又は被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険
法等の一部を改正する法律附則第36条第５項、第37条第１項若し
くは第41条第１項の年金である給付の支給に関する事務

8,678,630

旧令による共済組合等からの年金受給者のための特別措置法によ
る年金である給付の支給に関する事務 1,771

厚生年金保険法等の一部を改正す
る法律附則第32条第２項に規定す
る存続組合又は同法附則第48条第
１項に規定する指定基金

厚生年金保険法等の一部を改正する法律附則第32条第２項第１号
又は第３号に規定する年金である給付（当該給付に相当するもの
として支給されるものを含む。）に係る権利の決定若しくは支給
の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務

2,301,822

国税庁

国税通則法その他の国税（同法第２条第１号に規定する国税をい
う。以下この欄において同じ。）に関する法律による国税の納付
義務の確定、納税の猶予、担保の提供、還付又は充当、附帯税
（同条第４号に規定する附帯税をいう。）の減免、調査（犯則事
件の調査を含む。）、不服審査その他の国税の賦課又は徴収に関
する事務

20,350,040

社債、株式等の振替に関する
法律第２条第２項に規定する
振替機関

国税通則法による同法第74条の13の４第１項の加入者情報の管理
又は同条第２項の加入者の個人番号等の提供に関する事務 3,335,628

関税法による同法第24条第２項の許可に関する事務 831

塩事業法による同法第５条第１項、第16条第１項若しくは第19条
第１項の登録、同法第８条第３項若しくは第９条（これらの規定
を同法第17条及び第20条において準用する場合を含む。）の届出
又は同法第15条第１項若しくは第２項若しくは第18条第１項若し
くは第２項の届出に関する事務

0

日本学生支援機構
独立行政法人日本学生支援機構法による同法第13条第１項第１号
の学資の貸与及び支給に関する事務 2,694,957

高等学校等就学支援金の支給に関する法律による同法第14条第１
項及び第２項の規定により読み替えて適用する同法第６条第１項
の就学支援金の支給に関する事務

21,577

博物館法による同法第５条第１項第３号の認定に関する事務 28

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律による同
法第35条第２項から第４項までの交付に関する事務 0

文化庁
万国著作権条約の実施に伴う著作権法の特例に関する法律による
同法第５条第１項の許可に関する事務 0

法務省

財務省

国家公務員共済組合連合会

文部科学省



　　　国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和３年度）

提供先 事務区分 提供件数(件)

別紙３

日本私立学校振興・共済事業団

私立学校教職員共済法第20条第１項の短期給付若しくは同条第２
項の退職等年金給付の支給若しくは同法第26条第１項若しくは第
２項の福祉事業の実施又は被用者年金制度の一元化等を図るため
の厚生年金保険法等の一部を改正する法律附則第78条第３項若し
くは第79条の年金である給付の支給に関する事務

3,704,983

厚生労働省
労働者災害補償保険法による同法第７条第１項の保険給付の支給
又は同法第29条第１項の社会復帰促進等事業の実施に関する事務 1,254,172

独立行政法人
　勤労者退職金共済機構

中小企業退職金共済法による同法第10条第１項、第30条第２項若
しくは第43条第１項の退職金、同法第16条第１項若しくは第30条
第３項の解約手当金又は同法第31条第２項の差額の支給に関する
事務

6,309

障害者の雇用の促進等に関する法律による同法第２章第２節の職
業紹介等、同法第19条第１項の障害者職業センターの設置及び運
営、同法第49条第１項の納付金関係業務若しくは同法第73条第１
項若しくは第74条第１項の納付金関係業務に相当する業務の実
施、同法第74条の２第１項の在宅就業障害者特例調整金若しくは
同法附則第４条第２項の報奨金等の支給又は同法第74条の３第１
項の登録に関する事務

17

雇用保険法による同法第10条第１項の失業等給付又は同法第61条
の６第１項の育児休業給付の支給に関する事務 4,298,760

雇用保険法による同法第62条の雇用安定事業又は同法第63条若し
くは第64条の能力開発事業の実施に関する事務 33,325

健康保険法（大正十一年法律第七十号）による同法第五条第二項
又は第百二十三条第二項の業務の実施に関する事務 1,062,008

船員保険法による同法第４条第２項の業務の実施に関する事務 21,875

国民年金法等の一部を改正する法律附則第87条第２項の規定によ
り厚生年金保険の管掌者たる政府が支給するものとされた年金で
ある給付若しくは一時金に係る権利の裁定若しくは支給の停止の
解除又は受給権者に係る届出に関する事務

76,043

厚生年金保険法による被保険者に係る届出、年金である給付若し
くは一時金に係る権利の裁定若しくは支給の停止の解除、受給権
者に係る届出又は同法第89条の保険料その他徴収金の徴収に関す
る事務

459,116,474

厚生年金保険法等の一部を改正する法律附則第16条第３項又は第
７項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給するもの
とされた年金である給付に係る権利の決定若しくは支給の停止の
解除又は受給権者に係る届出に関する事務

3,081,720

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図
るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則
第16条第３項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給
するものとされた年金である給付に係る権利の決定若しくは支給
の停止の解除又は受給権者に係る届出に関する事務

4,335

国民年金法による被保険者に係る届出、年金である給付若しくは
一時金に係る権利の裁定若しくは支給の停止の解除、受給権者に
係る届出、同法第95条の保険料その他徴収金の徴収、同法第119条
の３の設立の認可又は同法第139条の届出に関する事務

850,932,536

年金生活者支援給付金の支給に関する法律による同法第２条第１
項の老齢年金生活者支援給付金、同法第10条第１項の補足的老齢
年金生活者支援給付金、同法第15条第１項の障害年金生活者支援
給付金又は同法第20条第１項の遺族年金生活者支援給付金の支給
に関する事務

8,710,809

厚生労働省

日本年金機構



　　　国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和３年度）

提供先 事務区分 提供件数(件)

別紙３

社会保険診療報酬支払基金

社会保険診療報酬支払基金法による同法第15条第１項第６号に掲
げる業務として行う健康保険法第205条の４第１項第２号、船員保
険法第153条の10第１項第２号、私立学校教職員共済法第47条の３
第１項第２号、国家公務員共済組合法第114条の２第１項第２号、
国民健康保険法第113条の３第１項第１号、地方公務員等共済組合
法第144条の33第１項第２号又は高齢者の医療の確保に関する法律
第165条の２第１項第１号の情報の収集又は整理に関する事務

13,085,306

公的年金制度の健全性及び信
頼性の確保のための厚生年金
保険法等の一部を改正する法
律附則第３条第13号に規定す
る存続連合会

公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法
等の一部を改正する法律附則第40条第１項第１号から第４号ま
で、第２項第１号、第２号、第４号若しくは第５号若しくは第３
項第１号、第２号若しくは第４号から第７号までに掲げる業務と
して行う年金である給付若しくは一時金の支給又は同条第６項の
規定による同法附則第５条第１項の規定によりなおその効力を有
するものとされた同法第１条の規定による改正前の厚生年金保険
法第130条第５項の情報の収集、整理若しくは分析、公的年金制度
の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改
正する法律附則第40条第７項の規定による同法附則第38条第３項
の規定により読み替えて適用する同法第２条の規定による改正後
の確定給付企業年金法第93条の情報の収集、整理若しくは分析若
しくは公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金
保険法等の一部を改正する法律附則第40条第８項の規定による同
法附則第38条第３項の規定により読み替えて適用する同法附則第
102条の規定による改正後の確定拠出年金法第48条の２の情報の収
集、整理若しくは分析に関する事務

3,091,096

国民年金法による同法第137条の15第１項の規定による年金である
給付若しくは一時金の支給又は同条第２項第２号に掲げる業務と
して行う同法第128条第５項の情報の収集、整理若しくは分析に関
する事務

683,801

確定拠出年金法による同法第66条第１項（同条第２項において準
用する場合を含む。）の届出、同法第67条第１項の個人型年金加
入者等に関する原簿若しくは同条第２項の個人型年金加入者等に
関する帳簿の記録及び保存又は同法第73条において準用する同法
第２章第５節の年金である給付若しくは一時金若しくは同法附則
第３条第２項の脱退一時金の支給に関する事務

6,839

石炭鉱業年金基金
石炭鉱業年金基金法（昭和四十二年法律第百三十五号）による年
金である給付又は一時金の支給に関する事務 16,458

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留
邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による同法第６
条第１項の永住帰国旅費、同法第七条の自立支度金、同法第13条
第３項の一時金若しくは同法第18条第１項の一時帰国旅費の支給
又は同法第13条第２項若しくは第４項の保険料の納付に関する事
務

33

戦傷病者戦没者遺族等援護法による同法第５条の援護に関する事
務 20,377

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法による同法第３条の特
別弔慰金の支給に関する事務 0

独立行政法人　農業者年金基
金

独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付若し
くは同法附則第６条第１項第１号の給付の支給又は同法第44条の
保険料その他徴収金の徴収に関する事務

2,518

農林漁業団体職員共済組合

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図
るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律によ
る年金である給付（同法附則第16条第３項の規定により厚生年金
保険の実施者たる政府が支給するものとされた年金である給付を
除く。）若しくは一時金の支給又は同法附則第57条第１項の特例
業務負担金の徴収に関する事務

66,566

国土交通省 建設業法による建設業の許可に関する事務 0

建設業法第27条の２第１項に規定
する指定試験機関

建設業法による技術検定の実施に関する事務 58,292

厚生労働省

国民年金基金連合会



　　　国の行政機関等に対する本人確認情報の提供状況(令和３年度）

提供先 事務区分 提供件数(件)

別紙３

建設業法第27条の19第１項に規定
する指定資格者証交付機関

建設業法による監理技術者資格者証の交付に関する事務 159,775

浄化槽法による浄化槽設備士免状の交付に関する事務 0

宅地建物取引業法による宅地建物取引業の免許に関する事務 0

マンションの管理の適正化の推進に関する法律による同法第44条
第１項若しくは第３項又は第59条第１項の登録に関する事務 0

観光庁 旅行業法による旅行業の登録に関する事務 0

不動産の鑑定評価に関する法律による同法第３条の不動産鑑定士
試験の実施、同法第15条若しくは第18条の登録、同法第19条第１
項の届出又は同法第22条第１項若しくは第３項、第26条第１項若
しくは第27条第１項の登録に関する事務

0

建築士法による同法第４条第１項若しくは第５項の免許、同法第
５条第１項の登録、同条第２項の交付、同法第５条の２第１項若
しくは第２項若しくは第８条の２の届出、同法第９条第１項第１
号の申請又は同法第10条の２の２第１項若しくは第２項の交付に
関する事務

0

道路運送車両法による同法第12条第１項の変更登録、同法第59条
第１項の新規検査、同法第67条の記入、同法第71条第４項の交付
又は同法第97条の３第１項の届出に関する事務

1,203

船舶法による同法第５条の２第１項の検認又は同法第15条の仮船
舶国籍証書に関する事務 0

小型船舶の登録等に関する法律による同法第25条第１項の交付又
は同条第５項の検認に関する事務 0

航空法による同法第５条の新規登録、同法第７条の変更登録、同
法第７条の２の移転登録、同法第８条の抹消登録、同法第22条の
航空従事者技能証明、同法第31条第１項の航空身体検査証明又は
同法第35条第１項第１号の許可に関する事務

0

気象庁
気象業務法による同法第17条第１項の許可又は同法第24条の20の
登録に関する事務 0

独立行政法人
　環境再生保全機構

石綿による健康被害の救済に関する法律による同法第３条の救済
給付の支給又は同法第４条第１項若しくは第22条第１項の認定に
関する事務

9,604

計 1,408,540,225

国土交通省

国土交通省



住基ネットにおける個人情報保護・セキュリティ確保のための措置 

 

１ 保有情報の制限・利用の制限 

（１） 都道府県や地方公共団体情報システム機構が保有する情報は、４情報（氏名・住

所・生年月日・性別）、住民票コード、個人番号及びこれらの変更情報に限定 

（２） 情報提供を行う行政機関の範囲や利用目的を限定 

（３） 住民票コードの民間利用を禁止。住民票コードはいつでも変更が可能 

 

２ 外部からの侵入防止 

（１） 専用回線の利用、地方公共団体情報システム機構が管理するファイアウォールに

より厳重な通信制御、IDS（侵入検知システム）による侵入検知 

（２） 通信相手となるコンピュータとの相互認証、通信を行う際にはデータを暗号化 

（３） 通信プロトコルは、SMTP、HTTP、FTP、Telnet 等の汎用性のあるものは使用せず、

独自のアプリケーションによる通信 

 

３ 内部の不正使用（不正閲覧）、情報漏えいの防止 

（１） システム操作者には守秘義務が課され、違反した者は刑罰に処される（２年以下

の懲役または 100 万円以下の罰金）（住民基本台帳法第 42 条） 

（２） 操作者認証に生体認証を用いることにより、操作者以外の者の操作を防止 

（３） 操作者証の提示・着用の義務づけにより、なりすましを防止 

（４） 操作履歴の確認、及び地方公共団体情報システム機構での業務アクセスログの常

時監視 

（５） 本人確認情報を媒体に記録して情報連携する場合は、複数人で取り扱うとともに、

連携完了後直ちに物理的に廃棄し、記録 

 

４ その他の措置 

（１） 全市区町村におけるチェックリストによる自己点検とそれに基づく指導 

（２） 本人確認情報提供状況の開示を実施 

   ※ 開示請求件数 

令和３年 … ０件（過去には平成２７年に請求された１件のみ） 

（３） 研修の実施・受講要請 

  ① 操作者研修の実施 

    業務端末利用所属のセキュリティ責任者及び操作者を対象としたアンケート形式

による研修を実施 

（Ｒ３.６.９～Ｒ３.６.３０） 

  ② 担当者説明会動画の視聴依頼 

    市町村向け担当者説明会（新型コロナウイルス感染症の影響により動画視聴形式） 

   の動画視聴を業務端末利用者に要請 

別紙４ 



 

 

１．個人番号カードの交付申請状況等 

市町村において交付される個人番号カードの交付申請枚数等【別紙５】 

令和３年１２月３１日までの累計申請枚数 ３５８，８７９枚 

（【参考】令和４年７月３１日までの申請枚数は ４０５，１１２枚） 

  ※ 個人番号カードの交付は平成２８年１月から開始。住民基本台帳カードの交付は平成２７年

１２月末をもって終了。 

 

２．各種届出の状況 

市町村において届出等がなされた令和３年末までの住民票の写しの広域交付の請求等及び転出転

入の特例による届出の件数【別紙６】 

 

（１）広域交付 

○住民票の写しの広域交付：いずれの市町村においても住民票の写しの交付が受けられる。 

・交付地：他市町村に住民登録のある者が自市町村に広域交付の申請をした件数 

・・・・・令和３年末まで   １１，１０７件 

・住所地：自市町村に住民登録のある者が他市町村に広域交付の申請をした件数 

・・・・・令和３年末まで    ９，７６９件 

（２）転出転入の特例 

○転出転入の特例：マイナンバーカードの写しを添付した上で、転出地の市町村に「転出届」を郵

送しておくか、窓口にて転出届を提出しておけば、通常の手続きで発行される「転出証明書」を

発行することなく、転入地の市町村窓口にて転入手続きが可能となる。 

・転 出：自市町村から個人番号カード（有効期間内の住基カードを含む。以下同じ）を用いた

転出届により、他市町村に転出した件数 

・・・・・令和３年末まで    １０，７４２件 

・転 入：他市町村から、転入届の特例により自市町村へ転入した件数 

・・・・・令年３年末まで    １２，２５６件 

（３）コンビニ交付 

  ○個人番号カードを利用して、全国のコンビニ店舗で住民票の写し等の交付が受けられる（コン

ビニ交付サービス実施団体（１７市町村）に限る）。        

・・・・・令和３年末まで   ２１６，６４６件 

（４）自動交付機による交付 

  ○自動交付機の設置市町村で、住民票の写し等の交付が受けられる。 

・他市町村：他市町村に住民登録のある者が自市町村内に設置している自動交付機にて住民票

の写しを申請した件数     

・・・・・令和３年末まで      ６３３件 

・自市町村：自市町村に住民登録のある者が自市町村内に設置している自動交付機にて住民票

の写しを申請した件数         

・・・・・令和３年末まで  ４０５，２１１件 

資 料 ２ 

第２ 住民基本台帳ネットワークに関する市町村窓口の状況について 



市町村
コード

市区町村名 申請件数
R3.1.1時点
住基人口

(b)

申請率
a/b

カード
発送件数

(ｃ)

カード発送
完了率

c/a

交付前設
定
(d)

交付前設
定

完了率

交付
(e)

申請に係
る交付率

e/a

交付前設定
後の交付率

e/d

19201 甲府市 82,886 187,048 44.31% 76,566 92.38% 76,143 91.9% 70,922 85.6% 93.1%

19202 富士吉田市 22,594 48,183 46.89% 20,463 90.57% 20,405 90.3% 19,606 86.8% 96.1%

19204 都留市 12,512 29,888 41.86% 11,268 90.06% 11,169 89.3% 10,421 83.3% 93.3%

19205 山梨市 13,916 34,244 40.64% 12,942 93.00% 12,816 92.1% 12,102 87.0% 94.4%

19206 大月市 9,453 23,183 40.78% 8,573 90.69% 8,534 90.3% 8,201 86.8% 96.1%

19207 韮崎市 12,706 28,872 44.01% 11,711 92.17% 11,556 90.9% 11,070 87.1% 95.8%

19208 南アルプス市 27,046 71,420 37.87% 24,681 91.26% 24,557 90.8% 22,965 84.9% 93.5%

19209 北杜市 19,053 46,531 40.95% 17,467 91.68% 17,397 91.3% 16,461 86.4% 94.6%

19210 甲斐市 37,290 76,038 49.04% 34,426 92.32% 34,184 91.7% 32,176 86.3% 94.1%

19211 笛吹市 31,289 68,555 45.64% 28,926 92.45% 28,766 91.9% 27,395 87.6% 95.2%

19212 上野原市 9,480 22,607 41.93% 8,808 92.91% 8,739 92.2% 8,270 87.2% 94.6%

19213 甲州市 13,166 30,770 42.79% 12,297 93.40% 12,255 93.1% 11,746 89.2% 95.8%

19214 中央市 13,951 30,978 45.04% 12,702 91.05% 12,621 90.5% 12,222 87.6% 96.8%

19346 市川三郷町 7,040 15,499 45.42% 6,572 93.35% 6,396 90.9% 6,098 86.6% 95.3%

19364 早川町 447 1,002 44.61% 402 89.93% 404 90.4% 393 87.9% 97.3%

19365 身延町 4,551 11,054 41.17% 4,254 93.47% 4,214 92.6% 4,078 89.6% 96.8%

19366 南部町 3,185 7,435 42.84% 2,987 93.78% 2,972 93.3% 2,885 90.6% 97.1%

19368 富士川町 5,996 14,683 40.84% 5,516 91.99% 5,449 90.9% 5,209 86.9% 95.6%

19384 昭和町 9,025 20,660 43.68% 8,222 91.10% 8,190 90.7% 7,748 85.9% 94.6%

19422 道志村 688 1,633 42.13% 621 90.26% 617 89.7% 563 81.8% 91.2%

19423 西桂町 1,867 4,193 44.53% 1,712 91.70% 1,697 90.9% 1,645 88.1% 96.9%

19424 忍野村 4,639 9,681 47.92% 4,232 91.23% 4,166 89.8% 3,968 85.5% 95.2%

19425 山中湖村 2,630 5,835 45.07% 2,406 91.48% 2,408 91.6% 2,293 87.2% 95.2%

19429 鳴沢村 1,182 3,137 37.68% 1,063 89.93% 1,053 89.1% 1,017 86.0% 96.6%

19430 富士河口湖町 11,690 26,714 43.76% 10,575 90.46% 10,531 90.1% 10,067 86.1% 95.6%

19442 小菅村 371 706 52.55% 352 94.88% 350 94.3% 341 91.9% 97.4%

19443 丹波山村 226 545 41.47% 197 87.17% 197 87.2% 183 81.0% 92.9%

358,879 821,094 43.71% 329,941    91.94% 327,786 310,045 86.4%

【参考】　近隣県個人番号カード申請受付状況

申請受付件数
R3.1.1時点
住基人口

申請率
申請率
（前月）

申請率増減
（前月比）

全国 61,309,435 126,654,244 48.41% 47.65% 0.76%

山梨県 358,879 821,094 43.71% 43.06% 0.64%

長野県 845,098 2,072,219 40.78% 40.08% 0.70%

岐阜県 906,534 2,016,868 44.95% 44.19% 0.76%

静岡県 1,768,994 3,686,335 47.99% 47.19% 0.79%

東京都 7,559,716 13,843,525 54.61% 53.82% 0.79%

神奈川県 4,890,107 9,220,245 53.04% 52.27% 0.77%

　　個人番号カード申請状況等　【令和3年12月31日時点】 別紙５



市町村
コード

市区町村名
申請件数

(a)

R3.1.1時点
住基人口

(b)

申請率
a/b

カード
発送件数

(ｃ)

カード発送
完了率

c/a

交付前設
定
(d)

交付前設
定

完了率

交付
(e)

申請に係
る交付率

e/a

交付前設定
後の交付率

e/d

19201 甲府市 93,740 187,048 50.12% 86,372 92.14% 85,808 91.5% 80,274 85.6% 93.6%

19202 富士吉田市 25,354 48,183 52.62% 22,951 90.52% 22,836 90.1% 21,992 86.7% 96.3%

19204 都留市 14,599 29,888 48.85% 13,127 89.92% 12,996 89.0% 12,014 82.3% 92.4%

19205 山梨市 16,027 34,244 46.80% 14,705 91.75% 14,467 90.3% 13,676 85.3% 94.5%

19206 大月市 11,043 23,183 47.63% 10,011 90.65% 9,940 90.0% 9,500 86.0% 95.6%

19207 韮崎市 14,513 28,872 50.27% 13,454 92.70% 13,371 92.1% 12,464 85.9% 93.2%

19208 南アルプス市 30,568 71,420 42.80% 27,843 91.09% 27,663 90.5% 26,097 85.4% 94.3%

19209 北杜市 21,591 46,531 46.40% 19,739 91.42% 19,620 90.9% 18,562 86.0% 94.6%

19210 甲斐市 41,108 76,038 54.06% 38,070 92.61% 37,777 91.9% 36,005 87.6% 95.3%

19211 笛吹市 35,392 68,555 51.63% 32,704 92.41% 32,466 91.7% 31,039 87.7% 95.6%

19212 上野原市 10,757 22,607 47.58% 9,932 92.33% 9,830 91.4% 9,230 85.8% 93.9%

19213 甲州市 14,755 30,770 47.95% 13,743 93.14% 13,716 93.0% 13,256 89.8% 96.6%

19214 中央市 15,435 30,978 49.83% 14,003 90.72% 13,883 89.9% 13,502 87.5% 97.3%

19346 市川三郷町 7,881 15,499 50.85% 7,303 92.67% 7,137 90.6% 6,827 86.6% 95.7%

19364 早川町 534 1,002 53.29% 477 89.33% 482 90.3% 462 86.5% 95.9%

19365 身延町 5,346 11,054 48.36% 4,917 91.98% 4,862 90.9% 4,646 86.9% 95.6%

19366 南部町 3,564 7,435 47.94% 3,347 93.91% 3,332 93.5% 3,254 91.3% 97.7%

19368 富士川町 6,696 14,683 45.60% 6,145 91.77% 6,062 90.5% 5,807 86.7% 95.8%

19384 昭和町 10,323 20,660 49.97% 9,339 90.47% 9,278 89.9% 8,854 85.8% 95.4%

19422 道志村 754 1,633 46.17% 682 90.45% 676 89.7% 629 83.4% 93.0%

19423 西桂町 2,075 4,193 49.49% 1,905 91.81% 1,892 91.2% 1,842 88.8% 97.4%

19424 忍野村 5,103 9,681 52.71% 4,680 91.71% 4,605 90.2% 4,374 85.7% 95.0%

19425 山中湖村 2,976 5,835 51.00% 2,717 91.30% 2,714 91.2% 2,602 87.4% 95.9%

19429 鳴沢村 1,350 3,137 43.03% 1,215 90.00% 1,192 88.3% 1,145 84.8% 96.1%

19430 富士河口湖町 12,972 26,714 48.56% 11,683 90.06% 11,598 89.4% 11,133 85.8% 96.0%

19442 小菅村 395 706 55.95% 376 95.19% 373 94.4% 363 91.9% 97.3%

19443 丹波山村 261 545 47.89% 226 86.59% 221 84.7% 206 78.9% 93.2%

405,112 821,094 49.34% 371,666    91.74% 368,797 349,755 86.3%

【参考】　近隣県個人番号カード申請受付状況

申請受付件数
R3.1.1時点
住基人口

申請率
申請率
（前月）

申請率増減
（前月比）

交付件数 交付率
交付率
（前月）

交付率増減
（前月比）

全国 68,413,143 126,654,244 54.02% 52.73% 1.29% 58,151,191 45.91% 45.25% 0.66%

山梨県 405,112 821,094 49.34% 48.07% 1.27% 349,755 42.60% 41.96% 0.63%

長野県 951,679 2,072,219 45.93% 44.67% 1.26% 822,245 39.68% 39.02% 0.66%

岐阜県 1,024,451 2,016,868 50.79% 49.30% 1.50% 877,943 43.53% 42.81% 0.72%

静岡県 1,982,326 3,686,335 53.77% 52.50% 1.28% 1,711,555 46.43% 45.75% 0.68%

新潟県 1,011,743 2,213,353 45.71% 44.46% 1.25% 871,046 39.35% 38.71% 0.65%

東京都 8,317,331 13,843,525 60.08% 58.94% 1.14% 6,874,264 49.66% 49.01% 0.65%

神奈川県 5,441,960 9,220,245 59.02% 57.83% 1.19% 4,582,419 49.70% 49.03% 0.67%

　　【参考】個人番号カード申請状況等　【令和4年7月31日時点】 別紙５



各種届出の状況について（令和3年）

【平成15年8月25日～令和3年12月31日】

交付地 住所地 転出届 転入届 他市町村 自市町村

19201 甲府市 2,720 1,891 1,759 3,388 22,862 0 0

19202 富士吉田市 551 467 2,018 778 31,990 21 41,559

19204 都留市 427 486 508 606 0 0 0

19205 山梨市 339 402 69 444 2,086 0 0

19206 大月市 276 378 359 200 0 0 0

19207 韮崎市 273 298 241 415 19,780 5 10,301

19208 南アルプス市 291 610 632 731 28,787 25 11,442

19209 北杜市 577 878 248 699 1,357 0 16,658

19210 甲斐市 473 823 974 1,009 8,965 0 81,017

19211 笛吹市 1,703 719 1,056 925 46,049 306 134,932

19212 上野原市 923 337 200 273 0 0 0

19213 甲州市 183 405 793 273 18,575 276 34,716

19214 中央市 270 325 44 448 6,895 0 26,280

19346 市川三郷町 138 140 168 109 0 0 0

19364 早川町 785 55 37 13 0 0 0

19365 身延町 200 158 198 97 27 0 0

19366 南部町 146 96 7 69 14 0 0

19368 富士川町 142 112 318 169 4,119 0 0

19384 昭和町 163 212 3 473 1,134 0 48,306

19422 道志村 21 55 94 22 0 0 0

19423 西桂町 44 51 1 51 0 0 0

19424 忍野村 59 130 69 212 2,676 0 0

19425 山中湖村 92 210 40 155 43 0 0

19429 鳴沢村 30 67 29 47 0 0 0

19430 富士河口湖町 238 452 855 636 21,287 0 0

19442 小菅村 24 9 22 14 0 0 0

19443 丹波山村 19 3 0 0 0 0 0

合計 11,107 9,769 10,742 12,256 216,646 633 405,211

自動交付機
による交付団体

コード
市町村名

住民票の写しの
広域交付

転出転入の特例
コンビニ

交付

別 紙 ６



各種届出の状況について（令和3年）

【令和3年1月1日～令和3年12月31日】

交付地 住所地 転出届 転入届 他市町村 自市町村

19201 甲府市 211 111 640 1,089 9,072 0 0

19202 富士吉田市 45 23 414 246 4,310 0 2,071

19204 都留市 38 32 1 208 0 0 0

19205 山梨市 25 16 4 118 1,287 0 0

19206 大月市 4 22 137 74 0 0 0

19207 韮崎市 18 9 86 136 3,223 0 0

19208 南アルプス市 11 32 269 258 4,067 0 0

19209 北杜市 40 44 122 196 1,117 0 1,081

19210 甲斐市 37 78 273 364 4,605 0 0

19211 笛吹市 82 52 481 213 6,815 0 2,078

19212 上野原市 27 20 27 73 0 0 0

19213 甲州市 14 24 121 84 1,929 0 1,531

19214 中央市 27 25 8 141 3,718 0 0

19346 市川三郷町 8 4 71 42 0 0 0

19364 早川町 39 2 22 2 0 0 0

19365 身延町 10 6 64 30 27 0 0

19366 南部町 3 3 0 22 14 0 0

19368 富士川町 9 6 69 48 703 0 0

19384 昭和町 25 16 0 150 1,134 0 2,254

19422 道志村 0 5 4 8 0 0 0

19423 西桂町 0 3 1 11 0 0 0

19424 忍野村 3 0 9 39 671 0 0

19425 山中湖村 10 14 15 38 43 0 0

19429 鳴沢村 1 1 5 18 0 0 0

19430 富士河口湖町 20 37 257 175 1,597 0 0

19442 小菅村 6 1 7 3 0 0 0

19443 丹波山村 0 0 0 0 0 0 0

合計 713 586 3,107 3,786 44,332 0 9,015

自動交付機
による交付団体

コード
市町村名

住民票の写しの
広域交付

転出転入の特例
コンビニ

交付

別 紙 ６


